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1. 緒言 
 日本ではほとんどの都市廃棄物を焼却処理してきた。一方で、紙ごみや生ごみなどの有機性廃棄物を
二酸化炭素とメタンにより構成されるバイオガスと発酵残渣に分解するタン発酵が注目されている。メ
タン発酵には、乾式、湿式の 2種類があり、前者は、分別の処理が粗くても処理が可能である 1)。これ
は、様々な組成により構成される都市廃棄物を処理するのに適している。しかし、乾式メタン発酵は、
国内に 9か所しか稼働していない。そのため乾式メタン発酵に関する従来研究も、実稼働している施設
データに基づくものが見当たらない 2)3)。そこで、本研究では、国内で実際に稼働している施設へのヒア
リング調査に基づいて乾式メタン発酵と焼却を組み合わせた「コンバインドシステム」の物質・熱収支
モデルを作成し、その導入効果を検討する。 
 
2. 実験方法 
 まず、乾式メタン発酵を実際に導入している施設
に、ヒアリング調査を行う。次に、調査でで得られ
たデータに基づいて乾式メタン発酵と焼却を組み
合わせた「コンバインドシステム」の物質・熱収支
モデルを作成する。比較的データが公開されている
A 施設のデータと参考文献 4)5)6)7)を用いて、不足し
ているデータを推定しながら、1 年分の物質・熱収
支モデルを作成する。最後に、作成した物質・熱収
支モデルを用いて、「単純焼却システム」との比較を
行って、コストや二酸化炭素の削減量を推計し、導入の効果を検討する（図 1）。 
 
3. 結果と考察 
3.1ヒアリング調査の結果 
 国内の 4 施設にヒアリング調査を行った結果、乾
式メタン発酵の導入理由は、国からの建設費補助の
割合が大きい、バイオガスの発生量が多い、不適物の
許容量が大きい、発酵残渣の脱水・処理が不要であ
る、といった点であった。また、乾式メタン発酵を導
入した自治体の多くが、建設～運営をプラントメー
カに一任しており、詳細な運転データや処理物の物性データを提供できないということであった。 
3.2物質・熱収支モデルの作成結果 
そこでヒアリングと web 上で比較的データの得られた A 施設のデータをもとに物質・熱収支モデル

を作成することとした。処理対象物の物量・ごみ種組成のデータは得られたものの、元素組成・水分量

 
図 1 比較するシステムの処理フロー 
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表 1 ごみ種ごとの元素組成、灰分、水分組成 

 



等が不明であったため、従来研究 4)5)を参考に表 1と仮定した。
元素組成の収支が合うように作成した年間の物質収支を図2に
示す。また、作成した物質収支データを用いて、Steureの式 6)

等を用いて処理対象物・バイオガス・発酵残渣の表 2に示す低
位発熱量を推計し、熱収支モデルを作成した。 
3.3乾式メタン発酵の導入効果 
 作成した物質・熱収支モデルを用
いて、「単純焼却システム」と「コン
バインドシステム」の年間発電量、売
電額、二酸化炭素削減量を推計した
(表 3)。バイオガスの発電効率は A施
設の発電効率(35.9%)、焼却分の発電
効率は従来研究の値 7)を用いた。売電
単価は、有機物由来は FIT の 2023 年の単価、非
有機物由来は同じくコンバインドシステムを導
入している B市の売電単価を使用した。1kWhあ
たりの二酸化炭素削減量は、A施設がある地域の
電力会社である四国電力の CO2 排出係数
(0.370kg/kWh)を用いた。低位発熱量の低い有機
物をバイオガス化することで、「コンバインドシステム」の年間発電量は、「単純焼却システム」を約 3,137
ＭＷｈ上回り、約 116万トンの二酸化炭素削減となった。また、FITによるバイオガス発電の売電単価
の高さも加わって、年間で約 1 億 4000 万円の収益増となった。Ａ施設は、建設費 40 億円の 1/2 の国
庫補助を受けており、売電収益のみで約 14年で建設費分を回収できる計算となる。 
 
4. 結言 
 研究では、国内で実稼働する乾式メタン発酵のデータに基づいて、乾式メタン発酵と焼却処理を組み
合わせた「コンバインドシステム」の物質・熱収支モデルの作成を試み、「単純焼却システム」との比較
を行った。その結果、年間で約 1億 4000万円の収益増、約 116万トンの二酸化炭素削減につながると
推定された。一方で、データ提供が限られたことから、処理対象物の元素組成等を一律に仮定して推計
をおこなっており、今後は感度分析等を行うことで結果の不確実性を検証する必要がある。 
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表 3 両システムの比較結果 

 

 
図 2 年間の物質収支モデル 
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表 2 低位発熱量 

 




